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質の高い公共デザインの実現手法の提案

（研究期間：平成30年度～）
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１．はじめに

平成17年の景観法の施行以降、良好な景観の保

全・形成が地方自治体の基本施策として定着してき

た。一方、公共事業の事業効果を高める手段として

のデザインの重要性が適切かつ十分に理解されてい

るとは言い難く、その質的向上が課題となっている。

このような状況の中、デザインの質的向上を図る

多様なデザイン行政の枠組みや、事業のトータルデ

ザインを通じて、公共事業を地域の活性化やシビッ

クプライドの醸成へと効果的に結びつける取組が、

近年、全国各地でみられるようになってきた。

そこで、これら事例も参照しながら、自治体の規

模や地域の景観特性に応じたデザイン行政の枠組み

の構築、及び公共事業の質を高めるトータルデザイ

ンの方策の提案に向けた調査研究に取り組んでいる。

２．デザイン行政の事例調査

2018年度は、国内におけるデザイン行政の取り組

み事例71件を抽出し、デザイン行政の枠組みを類型

整理するとともに、今後、デザイン行政の取組を促

進していく上で参考になると考えられる国内20件、

海外5件の事例について、ケーススタディを行った。

デザイン行政の枠組みについては、インハウス型、

委員会型、アドバイザー型、アーバンデザインセン

ター型、外部委託型の５類型に大別することができ

た（図－１）。これら類型について、体制としての

機動性、ディテールへの関与可能性、実効性、運用

に係る経済性、枠組みの持続性等の観点からのメリ

ット・デメリットや運用上の留意事項を整理した。

３．公共デザインの事例調査

公共施設及びその周辺環境の整備を通じた景観形

成・地域づくりを進めるにあたり、空間デザインの

みならず、プロセスデザイン（事業の進め方のデザ

イン）、プログラムデザイン（管理・運営方法のデ

ザイン）を加えた包括的なデザインを通じて、事業

の質的担保を実現した取り組み事例22件を選定し、

事業の概要とともに、デザイン上の工夫とその効果、

及び実践上の課題と留意点を整理した（表－１）。
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図－１ デザイン行政の類型

表－１ 公共デザイン実践上の課題

行政職員の教育、ノウハウの継承
デザインの質を担保できる有識者の確保
庁内の段階的な説明のフォロー
縦割りを超えた統合性の確保
小規模事業のフォロー
適切な発注・契約方式の採用
地域の課題やビジョンの明確化
複数施設・事業の包括的なデザイン
管理・運営を想定した計画・設計
施工時に至る関係者の継続的な関与
管理・運営に係る財源の確保
管理・運営時に至る取組体制の維持
地域による適切な管理・運営

プロセス
デザイン

空間
デザイン

プログラム
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４．今後の展開

事例調査の成果は、各事例で培われたアイデア・

ノウハウの共有を図るため、ベストプラクティス形

式の資料としての整理を予定している。また、有識

者に対するヒアリングを通じて、デザイン行政及び

公共デザインを実践する上での課題を抽出し、デザ

イン行政の類型や事業の段階毎の留意事項を整理し

た手引き形式の資料をとりまとめる考えである。
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１．はじめに 

少子高齢化が進行する今日、都市公園においては、

特に少子化への対応としての子育て支援機能や高齢

化への対応としての健康福祉機能といった社会ニー

ズの変化に対応した機能を導入することが求められ

ている。本研究は、その際のあり方や直面している

課題に対する解決策の方向性についての検討を行い、

それら機能の導入手法についての技術資料をとりま

とめることを目的としている。 

２．調査内容及び結果 

 次の①～④に関する都市公園の事例（海外事例を

含む）を調査し、内容や実施上の工夫・課題等の整

理を行った。 

①子育て支援機能を備えた事例

②高齢化対応健康福祉機能を備えた事例

③都市公園のリニューアル・再整備の事例

④都市公園の機能分担に伴う集約・再編の事例

以下、①～②の調査でみられた事例の概要につい

て記載する。 

（１）子育て支援機能を備えた事例

 保育所注）を設置又は予定している19事例及び保育

所設置以外の子育て支援機能を導入している21事例

について調査を行った。保育所を設置した事例では、 

写真1 屋外時計を設置した保育所の設置事例 

（横浜市反町公園） 

公園利用の促進として、保育所敷地内に、子育て交

流サロン、多目的トイレ、屋上広場、無料カフェ、

屋外時計など、保育所施設利用者以外の一般公園利

用者や地域住民が利用できる施設をあわせて設けて

いる事例がみられた（写真1）。保育所設置以外の子

育て支援機能を導入した事例では、屋内型で子供の

遊びや子育て相談・サロン等の様々な支援プログラ

ムが実施可能な拠点施設の新設や既設公園の一角へ

乳幼児コーナーを設置している事例がみられた。 

（２）高齢化対応健康福祉機能を備えた事例

高齢化対応健康福祉機能を有する施設整備等のハ

ード面や健康教室の開催等のソフト面の取組を行っ

ている33事例について調査を行った。ハード面の事

例では、ジョギングコースや高齢者向けの健康器具

等を公園開設時や既設の公園の再整備により設置し

た事例（写真2）、隣接する医療施設や福祉施設と一

体的に総合的な健康づくりを目的として都市公園を

整備した事例などがみられた。ソフト面の事例では、

前述の健康教室の開催のほか、公園での健康体操の

実施、ウォーキングプログラムの実施、公園の特性

を生かした高齢者の活動支援等の事例がみられた。 

写真2 健康遊具の設置事例（都立汐入公園） 

３．成果の活用 

これらの調査事例等をもとに、占用許可等の法制

度上の位置づけ、適切な都市公園の立地条件、公園

施設の条件等、機能導入に際してのポイントや留意

点等の整理を行い、国総研資料として公表していく。 
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注）平成29年の都市公園法の一部改正により、保育所等の社会福祉施設（通所利用）が都市公園の占用対象として追加された。 
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